
は じ め に

我が国には世帯の所得分配を調べるための官庁統計として，『家計調査』，『全

国消費実態調査』，『所得再分配調査』，『国民生活基礎調査』など僅かながら存

在するが，これらはその分配状況を詳細に分析することを直接の目的にした統

計調査ではない。さらに所得の性格上，その個票データを入手するのが困難な

ために，全世帯に関する所得分配の大まかな時系列比較はできても細かな分析

は難しい。これにたいし，容易に入手できる個票データとしての JGSS1)には個

人所得に関する情報が豊富にあるが，世帯所得に関する情報は少ないものの，

工夫しだいでは全世帯に関する年間所得や等価年間所得などの分配データを作
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成することができる。

今日の少子高齢化社会を理解するためには，高齢者層，単身者層，低所得層

などの情報を十分に保持する資料が必要なので，本稿ではそのような層のカ

バーの割合が他の官庁資料に比べて高いといわれる『国民生活基礎調査』と

JGSSの世帯所得の分配の比較が試みられる2)。JGSSの世帯所得は，面接調査

における１９所得階級のどこに属すのかへの回答に基づいており，本稿では夫々

の所得階級の代表値として中央値が利用されるので，まずは『国民生活基礎調

査』と同様の集計データとして処理され，それが所得分配データとなる。それ

により年間所得の分配の絶対的不平等度，相対的不平等度，相対的貧困度など

が計測され，『国民生活基礎調査』から得られる集計データによる諸測度の

２０００年代における計測結果との比較が試みられる。

分配に関する実証研究では，よく知られたジニ係数などが多用されるように

相対的不平等を計ることがほとんどだが，分配の不平等には相対的な不平等と

絶対的な不平等がある。ある社会の構成員のすべての所得が等比例的に変化す

るときに，不平等性に変化がないと判断するのが相対不変測度であり，人々の

すべての所得が等額変化したときに，不平等性に変化はないと判断するのが絶

対不変測度である。不平等性を「不公平」に取り扱うべきではないという Kolm

（１９７６，１９７６a）の論調に従って，本稿では不平等の相対概念と絶対概念とが

「公平」に取り上げられる。

１．所得分布型の比較

本稿で主に取り上げられる世帯所得は，JGSSと厚生労働省『国民生活基礎

1)［謝辞］日本版 General Social Surveys（JGSS）は，大阪商業大学比較地域研究所が，
文部科学省から学術フロンティア推進拠点としての指定を受けて（1999‐2008年度），
東京大学社会科学研究所と共同で実施している研究プロジェクトである（研究代表：
谷岡一郎・仁田道夫，代表幹事：岩井紀子，副代表幹事：保田時男）。東京大学社会
科学研究所附属日本社会研究情報センター SSJデータアーカイブがデータの作成と
配布を行っている。当該研究所による個票データの提供に深く感謝いたします。

2) 篠崎（2008）によると，JGSSは『家計調査』および『全国消費実態調査』よりも
低所得層の割合が高い。

－９０－ ２０００年代の所得不平等度と貧困度の推移
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調査』（以下，『国生調査』ksと略す場合がある）共に，調査前年の税引き前

の年間所得であり3)，調査対象は共に全世帯で，したがって単身世帯や農林漁

業世帯が含まれている。２００５年所得の分布型を２つの資料（jgssと ks）で比較

するために，正規型カーネルで各々の密度関数を推定した結果が図１－１4)で

ある5)。この図によると，所得データに関する限り，『国生調査』のほうが JGSS

よりも低所得層の人口比が高く，後で確認されるが，これに関連して平均値も

中央値も JGSSのほうが大きい。次のことも後で確認されるが，JGSSのほう

が分布の広がりが大きく，絶対的不平等が大きいことを示唆している。特に，

3) したがって，例えば2005年所得というとき，2006年調査から得られるデータのこ
とである。

4) ks（標本数；6227，バンド幅；52.7），jgss（標本数；2889，バンド幅；68.2）．
5) 最高所得階級の開端区間の代表値として，両資料共に開端区間の始点の1.25倍が採
用されている。吉岡（2010）の補論において，所得階級の上層部に「一般化パレー
ト分布」を仮定することによって，最上部の開端区間を一様分布とみなしてよいこ
とが示されている。

図１－１ 推定密度関数２００５年

（資料）『国民生活基礎調査』（２００６）及び JGSS（２００６）により推定・作成。

２０００年代の所得不平等度と貧困度の推移 －９１－
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ヒストグラム（図１－２）で比較すると，『国生調査』では中央値以降の度数

の減少が JGSSよりも速く，相対的不平等が JGSSよりも大きいことを示唆し

ている。

２．不平等度の時系列変動6)

『国生調査』における世帯の年間所得の相対的不平等度の推移を示した表

２－１によると，ジニ係数，Theil（１９６７）測度，Atkinson（１９７０）測度および

6) 本稿で用いられた不平等測度の定義式およびその性質については，Chakravarty
（1990），Cowell（1995）などを参照。

図１－２ ヒストグラム２００５年

（資料）図１－１に同じ。

－９２－ ２０００年代の所得不平等度と貧困度の推移



変動係数の推移はほとんど同じで，２０００年代の相対的不平等度は２００４年頃まで

若干上昇し，それ以降，若干低下している。『国生調査』を用いた吉岡（２００７，

２００８）において，我が国の全世帯の所得分配の相対的不平等度が１９８０年代初頭

頃から２００４年頃まで上昇傾向にあることが明らかにされており，本稿での計測

結果はその論述を補強している。しかし，相対的不平等度の上昇が２０００年代に

停止したのか，あるいは低下傾向に転じたのかどうかは今後の検討課題である。

JGSSの場合，世帯所得の相対的不平等度の推移を示した表２－２によると，

２０００年代の不平等測度は２００４年頃まで上昇傾向にあり，２００５年に一時的に低下

しているように，『国生調査』による不平等の推移とほぼ同じである。但し，

JGSSによる不平等の推移のほうが，『国生調査』による不平等の推移よりも強

表２－１ 『国生調査』による相対的不平等度

所得の単位；万円

所得年 ジニ係数 Atkinson0.5 Theil測度 変動係数 推定平均所得 推定中央値

１９９９ ０．３９５５ ０．１２８６ ０．２５８４ ０．７６５６ ６２１．４ ５２５．０
２０００ ０．３９６２ ０．１２９７ ０．２５９５ ０．７６５７ ６１０．８ ５２５．０
２００１ ０．３９７１ ０．１２９６ ０．２５９４ ０．７６３３ ５９９．０ ４７５．０
２００２ ０．３９９０ ０．１３１７ ０．２６３０ ０．７６９５ ５８８．１ ４７５．０
２００３ ０．３９０８ ０．１２６４ ０．２５２１ ０．７５１３ ５８０．０ ４７５．０
２００４ ０．４０３０ ０．１３３９ ０．２６６８ ０．７７１９ ５８１．２ ４７５．０
２００５ ０．３９６９ ０．１２９５ ０．２６０９ ０．７７２７ ５６２．２ ４７５．０
２００６ ０．３９８７ ０．１３０６ ０．２６３６ ０．７７７０ ５６４．９ ４７５．０
２００７ ０．３９５０ ０．１２８０ ０．２５９１ ０．７７３９ ５５３．０ ４２５．０

（資料）厚生労働省『国民生活基礎調査』各年版の相対分布により計測。

表２－２ JGSSによる相対的不平等度

所得の単位；万円

所得年 ジニ係数 Atkinson0.5 Theil測度 変動係数 推定平均所得 推定中央値

１９９９ ０．３５３６ ０．１０８５ ０．２０６５ ０．６７８６ ６８７．２ ６００．０
２０００ ０．３５９３ ０．１１２２ ０．２１１２ ０．６８１３ ６５６．７ ６００．０
２００１ ０．３７６９ ０．１２７０ ０．２２７０ ０．７３４９ ６１５．８ ５００．０
２００２ ０．３７７６ ０．１２３１ ０．２３１２ ０．７３０５ ５８３．４ ５００．０
２００４ ０．４０４７ ０．１４５１ ０．２６３１ ０．７９５３ ５８７．３ ５００．０
２００５ ０．３５３６ ０．１０６５ ０．２１０３ ０．７０９６ ６２２．３ ５００．０
２００７ ０．３５８２ ０．１０９０ ０．２１５６ ０．７２０６ ６０１．１ ５００．０

（資料）JGSS各年版の度数分布により計測。

２０００年代の所得不平等度と貧困度の推移 －９３－



い傾向が窺える。また，『国生調査』による不平等度の値のほうが JGSSによ

る不平等度よりもほぼ常に大きく，ヒストグラム（図１－２）の示唆に対応し

ている。さらに，このことは『国生調査』データのほうが JGSSデータよりも

低所得層の人口比が高いことに関連している。

絶対測度は所得の比率ではなく差を問題にするので，平均所得の影響をうけ

る。そこで，その影響を除去するために消費者物価指数で調整した実質所得

（JGSS）から計測された絶対的不平等度等の推移を示した表２－３によると，

２０００年代，実質所得は２００５年頃の一時的な上昇を除き低下傾向にあり，絶対的

不平等測度としての Kolm（１９７６）測度は２００４年頃の一時的な上昇を除き低下

傾向にある。実質所得と Kolm測度の変動に１年間ほどのラグがあるようだが，

推移はほとんど同じである。絶対的不平等測度としての分散7)の変動は，実質

所得の変動と密接な関係にはないようだが，２００４年頃の一時的な上昇を除き，

やや低下している。JGSSによる実質所得指数8)と絶対測度の推移を示した図

２－１で上のことが確認される。

『国生調査』を利用して計測された絶対的不平等度等の推移を示した表２－

４によると，『国生調査』の実質所得も２０００年代を通じて低下傾向にあり，ま

た『国生調査』の実質所得は JGSSの実質所得よりも常に低い。このことも，

7) 分散が絶対的不平等測度として望ましい性質をいくつかもっていることについて
は，Chakravarty＝Tyagarupananda（1998）および Chakravarty（2001）を参照。

8) 2005年物価指数を100として計算。

表２－３ JGSSによる絶対的不平等度

所得の単位；万円

所得年 Kolm0.5 Kolm1.0 分散 実質平均所得

１９９９ ２．５９２ ３．６６１ ２０．２２ ６６３．０
２０００ ２．５２０ ３．５３９ １８．９４ ６３９．０
２００１ ２．４２５ ３．４１５ １９．７６ ６０５．０
２００２ ２．２５３ ３．１４６ １７．９１ ５７９．０
２００４ ２．４９３ ３．４１７ ２１．６４ ５８５．０
２００５ ２．２７０ ３．２０６ １９．５０ ６２２．０
２００７ ２．１６４ ３．０５４ １８．６１ ５９９．０

（資料）表２－２に同じ。
（注）絶対不平等度は実質所得から計測。

－９４－ ２０００年代の所得不平等度と貧困度の推移
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表２－４ 『国生調査』による絶対的不平等度

所得の単位；万円

所得年 Kolm0.5 Kolm1.0 分散 消費者物価指数 実質平均所得

１９９９ ２．４５３ ３．３０７ ２１．０４ １０３．７ ６０４．０
２０００ ２．４３６ ３．２９７ ２０．７０ １０２．８ ６００．０
２００１ ２．４０５ ３．２４８ ２０．１７ １０１．８ ５９１．０
２００２ ２．４００ ３．２４９ ２０．１９ １００．７ ５８５．０
２００３ ２．３０９ ３．１５３ １８．８３ １００．４ ５７７．０
２００４ ２．４０１ ３．２３３ １９．９６ １００．４ ５７８．０
２００５ ２．２３４ ３．０３６ １８．８７ １００．０ ５６４．０
２００６ ２．２４７ ３．０４９ １９．２５ １００．３ ５６５．０
２００７ ２．１４５ ２．９２６ １８．１７ １００．４ ５５４．０

（資料）表２－１に同じ。
（注）１．絶対不平等度は実質所得から計測。

２．物価指数は帰属家賃を除く総合消費者物価指数。

図２－１ 実質所得と絶対不平等度

（資料）表２－３により作成。

２０００年代の所得不平等度と貧困度の推移 －９５－



『国生調査』データのほうが JGSSデータよりも低所得層の割合が高いことを

示唆している。両資料から計測された絶対的不平等測度としての Kolm測度は，

共に２０００年代を通じて低下傾向にある。したがって，両資料ともに Kolm測度

と実質所得とが同様の低下傾向を示していることを明らかにしている。JGSS

における，２００４年所得分布にくらべた場合の２００５年所得分布の実質平均所得お

よび名目平均所得の急上昇は，所得分布データの構成の急激な変化を示唆して

おり，この点は第４節で検討される。

絶対的不平等測度としての分散は，『国生調査』の場合２００４年頃の一時的な

上昇を除き，２０００年代を通じて低下傾向にあり，JGSSによる分散は，『国生調

査』の場合の２００４年頃の一時的な上昇は同様で２０００年代に低下しているが，

『国生調査』の場合よりも挙動が激しい。したがって，両資料共，絶対不平等

度の２０００年代における低下を実証している9)。『国生調査』を用いた吉岡（２００７，

２００８）において，我が国の全世帯の所得分配の絶対的不平等度が１９７０年代中期

頃から１９９０年代中期頃まで上昇傾向を示し，それ以降２０００年代中期頃まで平均

所得の低下傾向に連動して，低下傾向にあることが明らかにされており，本稿

での計測結果はその低下傾向がまだ続いていることを示している。

３．貧困度の時系列変動

『国生調査』による相対的貧困度の推移を示す表３－１によると，Watts

（１９６８）測度，Sen（１９７６）測度，貧困ギャップ比および FGT測度10)は２０００年

代，２００４年頃まで一定かやや上昇しており，それ以降，低下傾向にある（図

３－１）。相対的不平等度と相対的貧困度とは同一の概念ではないが，両者は

実証的には密接に関連しており，ここに採用された４種類の貧困測度の推移と

9) 2003年頃まで『国生調査』による分散のほうが JGSSによる分散よりも大きく，2004
年以降『国生調査』による分散のほうが JGSSによる分散よりも小さい。また，『国
生調査』による Kolm測度のほうが JGSSによる Kolm測度よりも小さい（2002年を
除外）。したがって，少なくとも Kolm測度は分布の規模，たとえば平均所得と正の
関係にあるようだ。

10) Foster et al.（1984）．本稿で用いられた貧困測度の定義式およびその性質について
は，Lambert（2001）および Chakravarty（2009）も参照。

－９６－ ２０００年代の所得不平等度と貧困度の推移
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表３－１ 『国生調査』による相対的貧困度

貧困線＝公表中央値／２

所得年 貧困率 Watts測度 Sen測度 貧困ギャップ比 FGT（２．０） FGT（２．５）

１９９９ ０．２１６０ ０．１２８９ ０．１１３５ ０．０８６７ ０．０４５４ ０．０３４７
２０００ ０．２２０２ ０．１３５７ ０．１１８３ ０．０８８９ ０．０４８３ ０．０３７６
２００１ ０．２２９２ ０．１３１９ ０．１１８７ ０．０８８２ ０．０４６９ ０．０３６０
２００２ ０．２３８８ ０．１３９２ ０．１２４９ ０．０９１６ ０．０４９８ ０．０３８７
２００３ ０．２３３２ ０．１３３２ ０．１２０５ ０．０８８２ ０．０４７５ ０．０３６７
２００４ ０．２４７０ ０．１３７１ ０．１２６０ ０．０９０３ ０．０４９３ ０．０３８２
２００５ ０．２５０８ ０．１２８４ ０．１２１６ ０．０８６３ ０．０４５５ ０．０３４８
２００６ ０．２４６０ ０．１２３８ ０．１１８６ ０．０８２１ ０．０４４６ ０．０３４４
２００７ ０．１８４６ ０．１２１３ ０．１０１４ ０．０８２２ ０．０４３２ ０．０３２７

（資料）表２－１に同じ。

図３－１ 相対的貧困度

（資料）表３－１により作成。

２０００年代の所得不平等度と貧困度の推移 －９７－



上で明らかにされた４種類の相対的不平等測度の推移は似通っている。貧困研

究においてよく利用される相対的貧困率は２００５年頃まで上昇傾向にあり，それ

以降，低下傾向にある11)。『国生調査』を用いた吉岡（２０１０）において，本稿

と違って度数分布からの計測だが，我が国の全世帯の本稿と同じ５種類の相対

的貧困度が１９８０年代初頭頃から２０００年代半ば頃まで上昇していることが明らか

にされている。したがって，相対的不平等度および貧困度の２０００年代半ば以降

の低下傾向が注目される。

JGSSによる相対的貧困度の推移を示す表３－２によると，相対測度として

の貧困率，Sen測度，貧困ギャップ比および FGT測度は，２００４年頃まで上昇

傾向を示し，それ以降には急激な低下が観察される。これは『国生調査』デー

タによる相対測度の推移とほぼ同じだが，上昇傾向も下降傾向も JGSSによる

相対測度のほうが強い。表３－１および表３－２によると，貧困率の場合，『国

生調査』による測度値のほうが JGSSによる測度値よりも常に大きく，Sen測

度および貧困ギャップ比の場合２００４年を除くと，『国生調査』による測度値の

11) このように相対的貧困率と他の4種類の貧困測度の実証上の違いはそのピーク時点
が1年間ズレていることである。Sen（1976）および吉岡（2010）などにより，相対
測度としての貧困率は用いられる貧困線に敏感である，貧困測度として望ましい性
質のいくつかを備えていないなど多くの欠点が指摘されており，またここでの計測
結果のように貧困線を一定にしてもその挙動が他の測度よりも激しいから，貧困研
究においては相対的貧困率とそれ以外の貧困測度の併用が望ましい。相対的貧困率
および貧困ギャップ比は FGT測度の特別の場合だから，FGT測度は近年，例えば，
橘木・浦川（2006），吉岡（2006，2010）などにおいてよく利用されている。

表３－２ JGSSによる相対的貧困度

貧困線＝推定中央値／２

所得年 貧困率 Sen測度 貧困ギャップ比 FGT（２．０） FGT（２．５）

１９９９ ０．１２９９ ０．０８４２ ０．０６８９ ０．０４２９ ０．０３５５
２０００ ０．１５６３ ０．１００２ ０．０８２８ ０．０５０５ ０．０４１２
２００１ ０．１７８２ ０．１１０２ ０．０８３４ ０．０５２５ ０．０４４７
２００２ ０．２１４０ ０．１１５８ ０．０８８１ ０．０４９２ ０．０３９８
２００４ ０．２２６０ ０．１４１９ ０．１０８１ ０．０６８４ ０．０５８０
２００５ ０．１５３７ ０．０７５９ ０．０５８１ ０．０２９９ ０．０２３４
２００７ ０．１６３４ ０．０８２４ ０．０６３１ ０．０３２８ ０．０２５７

（資料）表２－２に同じ。

－９８－ ２０００年代の所得不平等度と貧困度の推移
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ほうが JGSSによる測度値よりも大きい12)。したがって，ここでも『国生調査』

データのほうが JGSSデータよりも低所得層の人口比が高いことを示している。

４．JGSSの所得データとしての検討

以上で判明したように，『国生調査』データによっても２００５年所得分布が２００４

年所得分布よりもいくつかの点で改善されているが，JGSSデータの場合，

２００５年所得分布が２００４年所得分布よりも何故急激に改善されているのかという

視点から，JGSSの所得データとしてこの２つの所得分布を比較する必要があ

12) 図3－2および図3－3によって確認される。しかし，FGT測度の場合，母数の値が2.0
から大きくなるにつれて，この逆の現象が起きている。

図３－２ 相対貧困率の比較

（資料）表３－１及び表３－２により作成。

２０００年代の所得不平等度と貧困度の推移 －９９－
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るだろう。２００５年所得分布としての急激な改善とは，相対的貧困度の低下，相

対的不平等度および絶対的不平等度の低下，実質平均所得の上昇などである。

２０００年代の『国生調査』および JGSSの実質平均所得が低下し続けているのに

たいし，JGSSの２００５年実質平均所得のみが大きく上昇しているのである。

４．１密度関数および分布関数の比較

２００４年所得分布から２００５年所得分布への変化を推定された密度関数で検討す

ると，低所得層および中所得層の固まりが上方へシフトしているようにみえる

（図４－１）13)。しかし，調査対象集団の構成において低所得層あるいは中低

13) カーネルに正規型が用いられている。

図３－３ 相対貧困度の比較

（資料）図３－２に同じ。

－１００－ ２０００年代の所得不平等度と貧困度の推移
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所得層の人口比が低下し，中高所得層あるいは高所得層の人口比が上昇してい

ると理解される。また，累積分布関数（図４－２）によっても，同様のことが

いえるし，このことは平均所得の上昇に直接結びついている。JGSSの年収

データに限るが，２０００年代において，２００４年所得（２００５年調査）の有効データ

数が最少（１２２１）であり，それが２００５年所得データでは２８８９へとおおきく増大

している。２００５年調査と２００６年調査とで調査母集団がおおきく変化している可

能性がある。

４．２所得分布のモデルによる比較

次に，２時点間の所得分布の比較を分布モデルで試みる。所得の規模分布の

モデルはこの約１００年間で非常に多く提案されていおり14)，一般的に母数の数

が多ければ多いほどデータへの適合は良くなるが，その母数の意味付けが曖昧

図４－１ 推定密度関数２００４年，２００５年

（資料）JGSS（２００５，２００６）により推定・作成。

２０００年代の所得不平等度と貧困度の推移 －１０１－
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になる。そこで，本稿では簡単化のために２‐母数の４つのモデル（Weibull，

Gamma，Fisk，Lognormal）のうち，JGSSデータへの適合度が一番良いモデル

を選定し，それで２００４年所得分布と２００５年所得分布の比較を試みる。表４－１

は２‐母数の４つの分布モデルの最尤法による推定結果である。この表の各々の

推定母数に関する対数尤度およびカイ自乗値を用いた判定によると，適合度の

良い順に，Weibull又は Gamma（年度による），Fisk（１９６１）15)，最後に対数正

規となる。この分布順序は JGSSデータに関するものだが，よく知られた既存

の研究結果とほぼ一致している16)。Weibullと Gammaとが同じ程度の成果を示

すのは，両者が一般化 Gamma分布の特別な場合だからだが，ここでのデータ

に関しては規模の変動をよく捉えているWeibull分布のほうが主として利用さ

14) Kleiber＝Kotz(2003).
15) Log-Logisticとも呼ばれる。

図４－２ 分布関数２００４年，２００５年

（資料）図４－１に同じ。

－１０２－ ２０００年代の所得不平等度と貧困度の推移



れる17)。

２００４年と２００５年とに関し推定されたWeibull分布関数を比較した図４－３に

よると，JGSSにおける２００５年所得に関する諸測度の２００４年からの急激な改善

は，低および中所得層の急激な上方シフトであるといえるかもしれないが，１

年間程度でそのような所得層の急激な上方シフトが観察されることは通常はあ

まり例がないので，調査対象集団の構成において低所得層あるいは中低所得層

の人口比が低下し，中高所得層あるいは高所得層の人口比が上昇していると解

釈したほうがいいだろう。さらに，『国生調査』のほうが JGSSよりも低所得

層の人口比が高いことも確認される。

４．３等価所得分配の比較

JGSSの世帯所得に付随して知ることのできる情報に家族数があるから，そ

れを利用して等価所得データを作成し，２００４年と２００５年の等価所得分配の不平

等度，貧困度などを比較したのが表４－２である。等価所得への変換には，簡

単化のためによく利用される，世帯所得を世帯人数の平方根で除する方式が採

16) McDonald（1984）は，1970年代と1980年代の家族所得データを利用して，Gamma，
Weibull，Fisk，Lognormalという順序を報告している。また，『所得再分配調査』
（1975）を採用した Atoda et al.（1988）は，2‐母数モデルに限定すると，Weibull又は
Fisk，Gamma，最後に対数正規という順序を報告している。

17) Weibull分布の母数と不平等との関係については補論を参照。

表４－１ ２‐母数の分布モデルの推定

モデル 形状母数 規模母数 対数尤度 カイ２乗値

Weibull2004 １．２１ ６２０．７１ －８９７４ ５８．１
Weibull2005 １．４９ ６８９．０８ －２１１３８ １９１．０

Gamma2004 １．２３１ ４７６．１９ －８９９０ ７３．４
Gamma2005 ２．０３４ ３０３．０３ －２１１２７ １２８．０

Fisk2004 １．７０ ４４８．６１ －９１０４ １９７．０
Fisk2005 ２．３６ ５１１．８０ －２１１７７ ２４０．０

lognormal2004 １．５７ ５．９２ －９５１０ ５２５．０
lognormal2005 ０．９８ ６．１７ －２１８４５ ４７０．０

（資料）JGSS２００５年版及び２００６年版の度数分布により計測。
（注）最尤法（Nelder-Mead）を利用。

２０００年代の所得不平等度と貧困度の推移 －１０３－
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用され，それは次式で表される。

等価所得＝世帯所得／�世帯人数

表４－２によると，予想通り２００５年所得分布が２００４年所得分布より，相対不

平等度，絶対不平等度および相対貧困度などにおいて改善がみられる。また，

同年の世帯所得と等価所得を比較した場合，やはり等価所得の分配のほうが相

対不平等度，絶対不平等度および相対貧困度のすべての点で改善されている。

そこで，等価所得の推定密度関数（図４－４）とWeibull型分布関数（図４－

５）とによっても，調査対象集団の構成において低所得層あるいは中低所得層

の人口比が低下し，中高所得層あるいは高所得層の人口比が上昇していること

が，世帯所得の場合と同じようにいえよう。

図４－３ 推定Weibull分布関数２００４年，２００５年

（資料）JGSS（２００５，２００６）及び『国民生活基礎調査』（２００６）により推定・作成。

－１０４－ ２０００年代の所得不平等度と貧困度の推移
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表４－２ 等価所得の不平等度と貧困度

所得の単位；万円

所得年 ２００４ ２００５

ジニ係数 ０．３８３７ ０．３３１４
Atkinson0.5 ０．１３０６ ０．０９２７
Theil測度 ０．２３８１ ０．１８５２
変動係数 ０．７７１５ ０．６７５２

推定平均所得 ３４１．３ ３５９．４
推定中央値 ２８２．８ ３００．０

Kolm0.5 ０．９７１ ０．８４０
Kolm1.0 １．４５３ １．２７７
分散 ６．８８ ５．８９

貧困率 ０．１６６３ ０．１４０２
Sen測度 ０．１０７９ ０．０５９６
貧困ギャップ比 ０．０８１８ ０．０４１１
FGT（２．０） ０．０５３０ ０．０２０７
FGT（２．５） ０．０４５２ ０．０１６３

（資料）表４－１に同じ。
（注）貧困線＝推定中央値／２

図４－４ 等価所得の推定密度関数

（資料）図４－１に同じ。

２０００年代の所得不平等度と貧困度の推移 －１０５－
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４．４家族人数分布の違い

最後に，JGSSの世帯所得データにおいて相対的低所得層の人口比の低下と

相対的高所得層の人口比の上昇とに家族人数分布の変化が関連していることを

明らかにする。世帯の年間所得のみに係るデータにおける家族人数の分布を

２００５年調査と２００６年調査（２００４年所得と２００５年所得）とで比較した図４－６に

よると，２００６年調査において２人世帯，４人世帯，５人世帯，７人世帯および

８人世帯の人口比が上昇している。特に，比較的高所得で，人口比が低くいと

はいえない４人世帯および５人世帯の人口比の上昇が特徴的であり，このこと

が相対的高所得層の人口比の上昇の一因である。

図４－５ 等価所得の推定Weibull分布関数

（資料）図４－１に同じ。
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お わ り に

個票データとしての JGSSから世帯の年間所得に関するデータを抽出・整理

し，それと『国生調査』から得られる世帯所得の分配とを比較し，２０００年代に

関し以下の結果が得られた。

［１］所得分布型

１）『国生調査』のほうが JGSSよりも比較的低所得層の人口比が高く，こ

れに関連して平均値も中央値も JGSSのほうが大きい。

２）JGSSのほうが『国生調査』よりも分布の広がりが大きく，JGSSの絶対

的不平等（Kolm測度）のほうがほぼ常に大きい。

図４－６ 家族人数の分布

（資料）図４－１に同じ。
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３）『国生調査』では中央値以降の度数の減少が JGSSよりも速く，相対的

不平等が JGSSよりもほぼ常に大きい。

［２］不平等度の推移

１）『国生調査』における世帯の年間所得の相対的不平等度（ジニ係数，Theil

測度，Atkinson測度および変動係数）は２００４年頃まで若干上昇し，それ以

降，若干低下している。

２）JGSSの場合，２０００年代の相対不平等測度は２００４年頃まで上昇傾向にあ

り，２００５年に一時的に低下しているように，『国生調査』による不平等の

推移とほぼ同じである。

３）２０００年代，JGSSの実質所得は２００５年頃の一時的な上昇を除き低下傾向

にあり，実質所得から計測された絶対的不平等測度としての Kolm測度は

２００４年頃の一時的な上昇を除き低下傾向にある。つまり，実質所得と Kolm

測度の推移傾向はほぼ同じである。実質所得から計測された絶対的不平等

測度としての分散は，２００４年頃の一時的な上昇を除きやや低下しているが，

実質所得の変動と直接の関係にはないようである。

４）『国生調査』の実質所得も２０００年代を通じて低下傾向にあり，両資料と

もに Kolm測度と実質所得とが同様の低下傾向を示していることを明らか

にしている。『国生調査』の場合の分散は，２００４年頃の一時的な上昇を除

き２０００年代を通じて低下傾向にあり，JGSSの場合の分散の変動とほぼ同

じ実証結果を示している。

［３］貧困度の推移

１）『国生調査』による相対的貧困度（Watts測度，Sen測度，貧困ギャップ

比および FGT測度）は２０００年代，２００４年頃まで一定かやや上昇しており，

それ以降，低下傾向にある。貧困研究においてよく利用される相対的貧困

率は２００５年頃まで上昇傾向にあり，それ以降，低下傾向にある。

２）JGSSによる相対的貧困度は２００４年頃まで上昇傾向を示し，それ以降に

は急激な低下が観察される。

３）『国生調査』による相対貧困度のほうが JGSSによる貧困度よりも概ね

大きく，このことも『国生調査』データのほうが JGSSデータよりも低所
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得層の人口比が高いことに関連している。

［４］JGSSの２００４年所得分布と２００５年所得分布の比較

１）推定密度関数，累積分布関数および推定Weibull分布関数の比較により，

調査対象集団の構成において低所得層あるいは中低所得層の人口比が低下

し，中高所得層あるいは高所得層の人口比が上昇していると理解される。

比較的高所得で，人口比が低くいとはいえない４人世帯および５人世帯の

人口比の上昇が，この相対的高所得層の人口比の上昇の一因である。

２）等価所得によっても，上の点は同様で，さらにこのことは２００５年所得分

布が２００４年所得分布より，相対不平等度，絶対不平等度および相対貧困度

などにおいて改善がみられることに関連している。

『国生調査』の個票データの時系列は入手が容易でないのにたいし，比較的

入手し易い JGSSデータは日本人の意識と行動に関して膨大な情報を持ってお

り，１９９０年代末から毎年ないし１年置きに提供されているから貴重な時系列資

料である。ただ，世帯所得に関する情報は少なく，全世帯に関する年間所得や

等価年間所得などの分配データを作成することができるぐらいである。しかし

本稿で明らかにされたように２０００年代，集計データとしての『国生調査』から

の所得分配の時系列変動と個票データとしての JGSSからの所得分配の時系列

変動とに大きな違いはないし，個人所得に関する情報は豊富だから，所得分配

の時系列資料として官庁統計と JGSSは補完的な役割を演じることができよう。
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補論：Weibull分布と不平等性

確率変数 Xの値を x とするとき，形状母数α＞０，規模母数β＞０に対し

て，Weibull分布の分布関数は，

F(x) 1 exp[ x ],0 x.

で与えられ，密度関数は，

f (x) x
1

exp[ x ],0 x.

で与えられる。k次のモーメント，

E(X k ) k 1 k .

が存在するから，期待値と分散は簡単に求められ，また中央値Me とモードMo

は次のようになる。

Me (log2)
1

.

Mo 1 1
1

,1 .

さらに，Weibull分布が想定できるなら，不平等測度としてのジニ係数や変

動係数も形状母数αだけの関数で表すことができる。しかし，Kleiber＝Kotz

（２００３，ch．５）18)によると，形状母数の大小関係とローレンツ曲線を用いた不

平等性に関する判断とに対応関係があり，形状母数が小さいほど不平等は小さ

くない（大きい）とローレンツ擬順序で判定することができるから，ジニ係数

を含め他の複数の相対不平等測度を計算する必要はない。

18) Kleiber, C. and Kotz, S. (2003). Statistical Size Distributions in Economics and Actuarial
Sciences, New York : John Wiley & Son.
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